



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































学習院法務研究第 2 号（2010 年）
日本の性犯罪受刑者処遇プログラムに参考となるであろう。性犯罪受刑者の
性に対する歪んだ考えを認識させるためには、他者がその歪みを指摘するの
ではなく、性犯罪受刑者が主体的に答えを探していく過程が必要である。こ
の点で、オープンクエスチョンにより性犯罪受刑者自らが考え、自己の歪み
に気付くことに徹底して細心の注意を払おうとするSTOPは、日本の性犯罪
受刑者処遇プログラムを考える上で大いに参考となろう。そして、性犯罪受
刑者が歪みに気付くためには、一定の時間が必要となる。この点で、STOP
では、自己の犯罪と向き合う十分な時間と環境が与えられている。専門のス
タッフの下、少なくても週3回の自己の犯罪と向き合う機会のみならず、そ
れ以外の時間であっても比較的自由に免業が許され、自己の性犯罪と向き合
う機会を多く持つことができるように配慮されているが、このような配慮が
日本でも検討されて良いであろう。
また、性犯罪受刑者処遇を行う前提として重要な点は、性犯罪受刑者の住
環境を整え、生活の安全性を確保することである。フィンランドでは性犯罪
受刑者は、同じエリアで生活を共にし、しかも一般受刑者が性犯罪者の生活
領域内に入ることがないため、一般受刑者との関係を気にすることなく生活
することができる。これは、刑務所内において、性犯罪受刑者は、一般受刑
者に比べ低い地位にあり、一般受刑者から虐げられるおそれがあるという認
識に基づいている。日本では、改善指導を実施する刑務所において、性犯罪
者の部屋の配置に対する一定の工夫はされてはいるものの、性犯罪者をどの
ような環境で生活させるかは依然として重要な課題であるといえよう。この
問題の解決策として、性犯罪受刑者と一般受刑者との徹底した分離収容を検
討してよいのではないだろうか。最善の策は、性犯罪受刑者のみ収容する刑
務所を建設することとであろうが、予算などの関係から現実的でないとすれ
ば、フィンランドの試みは、参考に値するのではないかと思われる。例えば、
性犯罪者のみを収容するフロアー及び工場を作ることができれば、一般受刑
者から性犯罪者であることを理由に虐げられることは大きく減少するであろ
う。自らの権利が守られた環境に性犯罪受刑者を置くことは、性犯罪受刑者
自らが改善指導を積極的に受講する可能性が高まることにもつながると思わ
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れる。
さらに、性犯罪者処遇プログラムを積極的に受講させるためには、日本に
おいても、モチベーション・プログラムを活用することも考えられる。フィ
ンランドの場合は、STOP受講が任意であるため、性犯罪受刑者の任意性を
促すためにモチベーション・プログラムが利用されていた。この点で、改善
指導の受講が原則として義務化されている日本とは事情が違うものの、日本
でも、現時点で改善指導受講しようとしない性犯罪受刑者に対して、強制的
に改善指導受講をさせていないのが現状である。とするならば、プログラム
受講が任意か義務かであるかの違いはあれ、改善指導受講に消極的である性
犯罪受刑者に、モチベーション・プログラムを用いることは有用であろう。
７、おわりに
本稿では、日本の刑事司法を考える上で有益と思われる、いくつかのフィ
ンランドの刑事司法制度を紹介してきた。フィンランドの刑事司法制度は、
例えば被害者参加制度や、刑罰を教育と考えて処遇プログラムを充実させる
など、世界的に見ても進歩的な制度を有している。もっとも、フィンランド
の制度は日本の制度とかけ離れたものではなく、日本と類似するものも少な
くない。例えば、裁判員制度と参審制度は、主要な点で日本との共通点を持
つ。また、日本もフィンランド同様被害者参加制度を導入し、また性犯罪対
策として認知行動療法にもとづく処遇プログラムを有している。このように、
進歩的な制度を持つのみならず日本と共通点を持つフィンランドの制度は、
日本の刑事司法制度を考える今後の指針を与えてくれるものであるといえる
だろう。さらに、刑事司法を考えるにあたり、制度を動かすのは人である以
上、国民性も重要な要素となる。フィンランドは日露戦争以来の親日国であ
り、国民性も似ている点が多いと言われる。このような気質を持つフィンラ
ンド人が有する刑事司法は、私達にとって、有益な示唆を与えるものではな
いかと考える。
